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突然，大地がはげしく揺れる。世の中にこれほど

の恐怖はあるまい。動かないと信じていた大地か

自分を裏切り，平和な家庭は土台から突き上げら

れ。なにもかにもが重なり合って怒り狂う。そし

て人間は，思考も判断の余裕も与えられずに，災

害の渦中へ巻き込まれていくのである。昔と今，

人間の住む社会構造は違っても，偉大な自然の暴

力は，いさいかまわず250万市民を恐怖のどん底

へ引きづり込もうとする。しかし，恐怖におのの

いてばかりはいられない。地震は防げなくともそ

れによって起こる災害は最少限にくい止めなけれ

ばならない。

ここでは，本市が現在実施している地震対策につ

いて紹介するとともに，問題点をふまえつつ，今

後のあるべき方向等について，私見を加えながら

考えてみたい。

地震対策の基本理念,．

災害は，地震をはじめ暴風，豪雨，洪水，高潮等

の風水害，火災及び爆発などいろいろの現象によ

って起こる被害であるが，これらの対策は，災害

の種別によって様相＜形態＞が異るので，対応す

るそれぞれの形の対策をたてなければならない。

自然または人為的作用によって都市にもたらす災

害はげ激変する都市化のなかで，過去にはまった

く考えられなかった形態の災害が現出している。

おそらく今後もさらにその形態は変化の度を加え

ていくであろう。

災害対策という意義の認識にはふたつの見かたが

ある。ひとつは，既成社会構造の上にたってみた

場合で，自然災害や人為的災害の発生を予測し

て，それに対応するいわ'ゆる外敵に備える対策。
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もううひとつは，大自然のなかのきわめて自然な形

で，大災害発生の余地のない社会の創造である。

後者は理想の姿であって，欧州諸国にみられるよ

うに，人間尊重を基盤にした，いわゆる自然と人

間の調和をすべての人の心の中にしっかりと保持

し，それを伝統として保全に努力していく長い歴

史の積み重ねが必要である。わが国は，島国々地

震国という宿命的な条件に加えて，抑制なき都市

化による人口過密の現状からも，到底こりような

情景は望むべくもないが，それなりの努力の累積

は必要であろう。

この小文の本論となるのは，前者の現実の社会構

造下における災害対策である。われわれの生活を

おびやかす外敵災害は，国間の殺りく戦争を除い

た場合，地震によって起こる災害をもっとも集約

的な外敵災害としてとらえるごとができよう。す

なわち，さきに述べた建物施設の倒・破壊，火

災，爆発，浸水，がけくずれなどの災害が，ある
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とき突然に同時に発生するものだからである。と，

くに本市は，地質，地形からみた場合，過去の経。

験からもそれを肯定せざるを得ない条件を具備し

ているのである。このような観点から，本市にお

ける災害対策は，地震対策を基本と考えるのであ

る。

つぎに，地震対策は，基本的に市民の個人個人

が，地震災害を自分のこととして受けとめ，その

認識の上にたった対策が基盤とならなければなら

ない。行政だけが，たとえ血まなこになったとし

ても，市民がソッポを向いていたのでは万全の対

策は得られない。真の対策は，行政と市民がひと

つの目標に向って一体となり，現実的な＜できる

ものとできないものの区別をはっきりして＞より

よい方策を確立すべきなのである。地震対策に一

定のパターンなどはない。対策は，地域＜市域＞

の都市形態や社会構造にしたがってその方策が生

まれるであろうし，行政と市民のとりくみ方によ

地震対策体系図



ってそれぞれのパターンができ上っていくもので

あると考える。

このような認識の上にたった地震対策のすすめ方

としては，つぎのふたつが考えられる。

①都市防災化計画の推進

②現状において起こった災害に対する応急措置対

　策

都市の防災化については，目まぐるしく変ぼうす

る都市化のなかでは，きわめて困難な面が多い

が，防災を土台にした基本的な都市計画が必要で

ある。そしてその計画は，真に”人間と自然を大

切にする理念”で貫ぬかれ，しかも，100年の大

計のもとにたてられなければならない。また，応

急対策は，人命の安全措置を最優先とした対策で

なければならないし，行政側と市民側が一体とな

った対策の推進が必要である。

このような基本理念に基づいて対策をすすめる場

合，攻撃と防ぎょ＜予防＞の相関関係についてみ

れば，図のような関係があるといえよう。

本市の地震対策

いまから50年前の大正12年＜1923年＞９月１日に

起こった関東大地震では，倒壊建物28,000戸，死

者，行方不明者26,000人という大きな被害をうけ

た。本市は，再びあのような惨事を繰返さないた

めに，その対策にとりくんでいる。いつ起こるか

わからない地震の対策は，問題が多いが，地震発

生周期説などもあり，一応の中期的メドを５年後

の昭和53年において，対策をすすめようとしてい

る。ここでは，本市がいままでに実施してきた対

策の慨要について述べる。

1・地震対策委員会の設置

新潟＜昭39＞に続いて十勝沖地震＜昭43＞があ

り，故河角博士の69年周期説が発表されるなど，

巷間，地震に対する関心が高まってきた昭和43年

12月，本市は，地震対策をたてるために，全国に

さきがけて「横浜市地震対策委員会」を設置し

た。構成メンバーは，市長を会長に，各局長を委

員とし，学識経験者を加えて，総合的な立場から

本市における地震対策の方向や推進手法及び専門

的な内容について調査・研究していくことになっ

た。この委員会は，本市の対策の道しるべ的役割

りを負って大きな業績を残している。今後は，さ

らに，難問をかかえる防災について検討をすすめ

ていくことになる。

２・危険エネルギーの把握

地震対策委員会の設置と同時に，話題となったの

は，過密化する都市に潜在する災害拡大要因を徹

底調査して，都市の危険の実体を浮き彫卵こする

ことが都市における地震対策の第一歩である。と

いうことであった。そこで，消防局においては全

職員を動員し，あらゆる資料を収集して，地質・

地盤をはじめ，建物，人口，公共施設，危険物，

道路，交通，がけ，河川,その他災害の要因となり

得るものについて，110項目余に及ぶジャンルの

実体把握を行なったのである。昭和47年３月，3

年余をかけて完成したこの資料は，これをダイナ

ミックに総称して「危険エネルギー」という名で

日の目を見たのである。これは，全国の有識者か

らも称賛され大きな反響を呼んだ。今後は，この

貴重な資料をそれぞれの行政部門における事業の

なかで積極的に活用されることを期待したい。

3・防災機構の整備

防災＜災害対策と同義語として使う＞の業務は，

従来，消防の専門分野であるとの認識から，消防

局において一手に引き受け，わずかに，総務局に

おいて地域防災計画の立案・修正事務を，民生局

３
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において災害見舞金の交付及び災害復旧資金の貸

付事務を行なっているのが実体であった。防災に

対する関心度の高まりと防災体制整備の必要から

昭和46年６月，本市は機構の一部を改め，総務局

に災害対策室を，計画局に防災技術部を設置し，

消防局を含めて，市民の要請に応じ得る機構を整

備したのである。その分掌事務は次のようになっ

ている。

総務局災害対策室＜昭46.6.10規則第58号＞

＜１＞災害対策に係る計画及び実施の総合調整に

関すること

＜2＞防災会議に関すること

＜３＞地域防災計画に関すること

＜４＞防災総合訓練に関すること

＜５＞災害時の相互応援協定に関すること

＜６＞災害対策に係る関係機関等の連絡に関する

こと

＜７＞防災行政無線に関すること

計画局防災技術部

＜１＞災害予防の基礎調査に関すること

＜２＞各種都市施設等の災害による被害想定に関

すること

＜３＞防災に係る都市計画に関すること

＜４＞工事の安全管理の調査及び研究に関するこ

と

＜５＞工事の安全管理の調整及び指導に関するこ

と

＜６＞工事の安全管理の職員研修計画に関するこ

と

＜７＞工事安全会議に関すること

消防局＜省略＞

４・広域避難場所の確保，

地震が起こっても，大火災が起こらなければ，大

局的にさほどの被害とはならないであろう。その

意味では，避難することとにより個々の家庭から火

事を出さないことに全力をつくすべきなのであ

る。しかし，本市の建物状況から考えると楽観は

禁物である。関東大震災時に，死者，行方不明者

が26,000余に及んだのは，全市が火の海となり，

逃げ場もないままに焼死したのが大部分であった

のである。この事実を教訓としてわれわれは，最

悪の湯合に対処できる避難方策を講じておかなけ

ればならない。少なくとも火災による犠牲者は出

さない努力をしなければならないと思う。そこ

で，本市は，昭和44年から，東京理科大学の浜田

稔教授の燃焼＜腹射熱＞理論をもとに，市内の空

地を対象に，周囲の建物の粗密・混在状況を調査

し，安全面積を算定して，基準に適合するものを

選定した。さらにこれを行政区毎に，住民の意見

をとり入れながら検討を加え，昭和47年２月，防

災会議の議決を得て，61か所の広域避難場所を決

定しためである。

なお，避難にあたって無用の混乱をさけるため，

避難場所毎に収容可能人員に応じた地区割り当て

を行ない，パンフレッドの配布，標識の設置等に

よって，市民に周知徹底をはかってきた。広域避

難場所の選定基準はつぎのとおりである。

＜１＞空地の面積が10万平方メートルであるこ

と。ただし，10万平方メートル未満でも耐火建物

など輻射熱を遮断する効果かあるもので囲まれた

空地があること。

＜２＞木造密集市街地から300メー下ル以上，木

造建物疎散地から200メートル以上，耐火建物か

ら50メートル以上はなれた空地であること。

＜３＞割り当て収容人員の算定は，１人につき２

平方メートルとすること。ただし，最悪の条件下

でも１人につき１平方メートルとすること。

このようにして，61か所の広域避難湯所を指定し

たが，問題は，この場所の周知策と確保策であ

る。実際にこれらの場所に避難する市民からは，

「避難場所が遠くて行けない。」「避難場所は荒
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地で居住性に乏しい。」「地区割当てが不適当で

あるから変更してほしい。」「避難場所が開発さ

れ住宅が建つので不適である。」など，多くの問

題が投げかけられている。これらの問題をふまえ

て若干の考察を試みると，周知策については今後

の努力によってカバーできるが，確保策について

は，基本的な都市の土地利用計画に触れざるを得

ない。広域避難場所61か所の実態は，国または公

共団体が所有＜管理＞する公共用地として将来と

も安全スペースとして確保される見込みのものは

18か所約8.2平方キロメートルで，残る43か所は

民有地である。これらの民有地を避難場所として

確保するには，ゴルフ場や寺院を除いては，買収

して公有地とするのが理想である。しかし，実質

的に社会的認識の上にたった安全スペースとして

確保されるのであれば，民有地でよいと思う。た

とえば市民の森のように一定の期限はあっても目

的は果たせるからである。避難場所は，単にオー

プンスペースを確保すればよいというのでなく，

都市施設として多目的利用を考えながら確保して

ぃにどが必要である。本市の住宅，道路，公

園，緑地，学校，病院等都市施設建設のなかで，

総合的な防災＜公害も含めて＞の配慮がなされな

ければならない。防災は，個々の事業のなかでの

積み重ねが，将来集約的に成果をあげることにな

るのである。

避難場所に関連して，避難路の問題に若干触れて

おく。市民の間では，「地震時の大火災を想定

し，草難場所に通じる安全な道路を指定してほし

い。」という意見が非常に多い。ここでいう避難

道路というのは，市街地が大火災になった場合，

幅射熱々火流，煙を遮断して安全に避難場所に移

動できる線的空間のことである。実際には避難道

路は，耐火建築帯の整備につきるが，都市生活機

能といかに調和させていくかが大きな課題であ

る。

現在の本市においては，特定な道路を避難路に指

定し，それは安全であるといえるような道路はな

いのが現状であり，かりに指定したとしても，い

まにわかにその地域に耐火建築帯を整備すること

は困難である。したがって短期的対策としては，

市民には避難場所に通じる主要道路を中心にいく

つかの道路を選んでおき，時機を失しないで避難

するように指導せざるを得ないのが実情である。

しかし，長期的対策としては，道路対策ないしは

都市建設政策のなかで，防災的機能と都市生活機

能との調和をはかりつつ，避難道路たり得る施設

り建設を推進していくための指定について検討す

る必要があると考える。

５・地域防災計画の整備

本市では，災害対策基本法に基づいて，横浜市防

災会議を設置＜横浜市防災会議条例昭38.3条例第

１号＞し，この防災会議が「地域防災計画」を作

成し，その実施を推進すること｡になっているが，

従来の地域防災計画を根本的に見直し，これを整

備する作業をすすめている。その結果，本市の地

域防災計画は，

地震災害対策＜47年度策定ずみ＞

風水害対策＜48年度修正作業中＞

特殊災害対策＜48年度策定作業中＞

によって構成されることになり，あらゆる災害に

対応できる万全の防災体制を確立しようとするも

のである。この計画は，本市における災害対策の

根本規定であって，予防対策，応急対策及び復旧

対策がその内容である。ここでは，地震対策計画

について述べるが，地震対策計画は，地震発生に

よって，まずどの程度の被害がでるのかを想定す

ることから始まる。被害想定は，本市が大正12年

の関東大震災でうけたと同規模の災害を想定し

た。この想定を前提とした対策は，およそつぎの

とおりである。
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予防計画は，防災的都市づくりを中心に，各事業

局に関連する道路，公園，緑地,･港湾，河川等公

共施設の整備及び火災予防上の計画である。

応急対策計画は，そのとき誰が，なにをするかの

具体的な動きを中心に，組織・体制，動員，情報

収集，広報，火災防ぎょ，避難，医療救護，道

路・港湾の緊急確保，給水，食糧供給，防疫，死

体処理，応急仮設住宅，文教，警察の行なう公安

警備及び応援要請等について定めている。さら

に，電気，ガス，電信電話，交通機関＜国，私

鉄＞等の公益公共機関の対策も含めた計画であ

る。

復旧計画は，都市防災化計画＜青写真＞を基盤と

したものを考えつつ，災害復旧に必要な財政措置

についての計画である。

以上，地震対策計画のあらましを述べたが，これ

には，現実的に多くの問題がひそんでいる。すな

わち，予防計画では，本市の基本的な防災化計画

がまだ明確にうちだされていないため，＜主とし

て財源とのからみで＞市が行なう長期，中期的事

業にオーソライズされていない面が多いこと。応

急対策では，計画及び予算化する各局と，実際に

市民の動きをとらえて行動しなければならない区

役所との関係にギャップがあり，指揮系統や活動

量と組織機能などにも多くの問題がある。これら

は，今後全市的合意のもとに詰めていかなければ

ならない。

なお，コンビナートを含めた特殊災害対策につい

ては，当然に地震対策のなかで把握されるべきも

のと思うので，将来はこれを一本化していきたい

と考えでいる。

区割り等をもりこんだ，防災ハンドブック「大地

震に備えて」を作成し，市内の全世帯に配布した

のをはじめ，避難場所の標識柱を設置するなど，

その徹底をはかってきた。そのほか，新聞，広報

よこはま，ラジオ，テレビ等のマスコミを通し，

て，必要な広報を行なってきたが，市民のなかに

はまだ徹底しない面がある。たとえば，防災ハン

ドブックを全世帯に配布したから，内容を知って

いるかというと，必ずしもそうではない。住民集

会においても，「市は地震対策としてどんなこと

をしているのか。避難場所は決めてあるのか」と

いうような意見が意外に多いのに驚く。担当者と

しては，まったく心外なのだが，それが実状のよ

うである。映像と活字に追いまくられている人間

には，情報不感症の感じが強い。そんな状況をふ

まえて，今後は，もっと積極的に市民のなかには

いりこんで，根気よい底辺Ｐ・Ｒ作戦を考えなけ

ればならないであろう。このほど，本市が各家庭

に対して行なう「消火器補助事業」は，本文が発

表される頃には話題になろうが，市民は直接自分

の台所に関係あるものとして，大きな関心を持つ

ものと期待している。このようなことこそ，最大

のＰ・Ｒ作戦といえるだろうと思われる。

7・防災訓練

なんでもそうであるように，準備のないところに

よい結果はでないもの。とくに人の生命，財産を

守る防災は，ふだんの準備と訓練が大切である。

訓練はいざというとき確実に役にたつ。本市で

は，行政機関と他の機関及び市民を含めた防災訓

練を毎年実施してきた。昭和47年からは，これを

行政区毎に，地域の実情に合わせてそれぞれ実施

している。今後も引続いて全市民的訓練を実施し

ていかなければならない。最近，本市のあるとこ

ろでは，町内会を単位として，自主的に訓練を実

施しているところがあるが，防災を自分のことと

6・市民広報

地震対策の市民広報については，昭和47年３月，

広域避難場所の指定を機会に,地震の知識,とっさ

の行動，ふだんの心得＜準備＞，避難場所及び地
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して受けとめ｡”自分の命はまず自分で守ろう”

という意識の発芽は，よろこばしい限りである。

この芽を育て，拡げていく努力を行政もまた続け

なければならないと思うのである。

役割り等問題が多い。

自治法は，普通地方公共団体である都道府県及び

市町村に，それぞれ処理七なければならない事務

として，災害対策基本法＜昭36法律第233号＞に

基づく事務をあげている。

災害対策基本法＜以下「法」という＞は，国，都

道府県，市町村にそれぞれの責務を規定＜３～５

条＞している。そのなかで，国及び県はそれぞれ

の立場で，「全機能をあげて防災の万全措置を講

ずる責務がある。」といい，「市町村は，基礎的

な地方公共団体として，その地域と住民の生命，

身体及び財産を守るために，関係機関等の協力を

得て，防災に関する計画をたて実施する責務があ

る。」といっている。法はさらに，「指定＜地

方＞公共機関及び住民に対しても，それぞれ防災

に寄与するよう努めなければならない。」＜６，

７条＞と規定している。要するに法は，災害対策

はすべての機関と住民が一体となってあたるもの

であるといい，この条文を読んだ限りでは，災害

対策は体系的に整備されj万全の措置がとられて

いるかにみえる。間題は内容である。地震対策の

内容は簡単に処理できるものは少ない。国や県が

どのようにいっても，実際に市民に直結している

のは市の立場である。国民であり，県民であり，

市民である住民は，国民，県民である前に市民で

あるという意識が強い。むしろ，市民意識以外に

ないといってもよいのかもしれない。その意識の

前に，国は法体系を整備するだけで，ほおかむり

しているように思えてならない。国の防災＜とく

に地震＞の考え方をみると，実にしらじらしい限

りである。最近になって地震対策が叫ばれてきた

ため，昭和46年5月，中央防災会議が，「大都市

震災対策要綱」を作成し，災対法を補完する形で

発表し，大都市における対策は，「国土の利用計

画にたった人口，産業の適正配置等，都市におけ

る過密を解消し，建物の不燃化，オープンスペー

８・情報・連絡体制の整備

「敵を知り，己を知る」という戦略上の言葉があ

　るが，災害対策上，情報を収集することは不可欠

の要件である。本市では，消防無線のほか，防

災・行政無線を局・区に配置して，一般行政事務

に活用するとともに，災害時における情報・連絡

機能として拡充・整備をはかってきた。また，市

内のアマチュア無線家＜約700＞によって結成さ

れた「横浜市アマチュア無線非常通信協力会」の

協力を得て，災害時における市内の情報を収集で

きる体制を整備している。さらに，市民に対して

は，報道機関の協力のもとに，情報提供を行なっ

ていくが，とくに，ラジオ放送＜ＮＨＫ，ラジオ

関東＞については，無線機による相互の伝達体制

をとっている。

なお，防災・行政無線については，現在154局を

擁しながら，わずかに１波という過密状態に加え

て，片通話方式を採用しているので，能率的な運

用は望めない状況である。現在，増波の申請中で

あるが，電波の割当ても多くは期待できない実状

である。このような実情から，本市においては，

ごく近い将来にはどうしても多方向，多重方式を

採用しなければならない時機にきていることは間

違いない。

行政と地震対策＜国と公共団体＞

地震対策は，すべての機関及び住民が，それぞれ

と立場で取り組んでいかなければならないが，具

体的なことになると，国と地方公共団体における

４
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スの確保等耐震環境を整備した安全な都市を建設

することとし，長期的視野にたって継続的に推進

するものとする。」といっているが，国が本当に

このように考えるなら，本当にそれが実現できる

ような施策を実行すべきであり，国土と国民の安

全をはかる責務からも，もっと積極的に，地域を

定めて財政措置を主とした対策を講ずべきであ

る。同時に，自治体もまたその努力をしなければ

ならない。防災というのは，本来的にすべての行

政事務にからみついているもので，問題が多い上

に費用の負担がベラボウに大きく，時間もかかる

のが実態である。市は，苦しい自治財政のなか

で，住民の矢面に立たされ，もがいている恰好で

ある。しかし，やらなければならないのが市町村

の立場である。

行政は，市民の生活の向上と環境の整備について

は，100％満足を与えるのが理想だが，自治体に

おいては，とくに，できることとできないことが

あることも事実である。防災のように金と時間の

かかるものはなおさらである。それを，市民には

っきり認織させることも，また，行政の役割りで

あると思う。

５ 組織

述べたが，この機構改革が一歩前進したのはたし

かである。しかし，現実に地震対策をすすめてみ

ると，これでよいというわけにはいかない。

地震対策は，市民の生命にかかわる重大な問題で

ある。にもかかわらず，防災関連局以外の局では

大切なことと知りながら，敬遠ぎみなのが実体で

あろう。防災は，目立たない，速効性のない，誰

からも嫌われた存在なのである。一般的に行政と

いうものは，組織がなければ仕事はできないとさ

れているが，組織をつくれば仕事ができるという

ものでもない。組織というものは，本来の仕事

が，より効果的に行なえるかどうかが問題であっ

て，行政の効果が発揮できる機能をもたせる必要

がある。言いかえれば，組織は，行政事務に対応

する人が機能するためのものであろう。現在，総

務局災害対策案は，前述の分掌に基づいて，災害

対策の計画及び実施の総合調整を柱にいろいろな

仕事に取り組んでおり，総合的に仕事をすすめる

立場にあるとされている。各局の計画を調整して

まとめる，または，災害対策本部の市務局の立場

にあるという意味では，たしかにそうだが，もっ

と大局的にみて,｡都市づくり的な面をも考える

と，関連局との間において総合的な立場をとりに

くいのが実体である。もちろん，関連部局との連

絡，協調ははかっているものの，立場の違いとい

うか，タテワリの弊というか，いまひとつ，かみ

合わない面があるように感じられるのである。ま

だ，日が浅いし，努力が足りない面は，素直に反

省しなければならないが，これを組織の面からよ

く考えてみると，結局根強いタテワリの弊がある

のではないかと思われるのである。このことにつ

いて，まったくの私見を述べてみると，防災行政

の上からみた組織は，事業計画，事業配分，予算

等を総合的にプロモートできる機能をもつ，しっ

かりした機構がまず必要であると思う。これがで

きるならば，少なくとも現在より前進することは

防災というのは，特定の部局だけで受けとめ得べ

き内容ではなく，市全体の行政事務として受けと

め，都市防災の目標に向い，タテワリ行政のなか

で，それぞれが関連する分野をヨコワリ的に分担

することであると思う。つまり,市が処理すべき事

務事業に防災の網をかぶせるのである。防災は，

いま新らたに発生したものではなく，本来的に各

行政部門が分担して処理すべき事務であると理解

することであると考える。本市における防災関係

の組織が一応整備されたことについては，さきに
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必要があろう。

このような組織が，かりにできたとしてもいま，

にわかに都市が防災化され，万全の対策がとれる

とは決して思っていないし，いろいろな障害や間

題が立ちはだかるとは思うが，100年後におけ

る，横浜の横浜的環境あるいは市民生活の向上と

安全をはかるには，というより現在よりこの横浜

の都市を悪化させないためには，いまからその姿

勢をとる必要があると考えるのである。

６ 地震対策と市民

地震対策は，市民側からみてどのように受けとめ

ているだろうか。そして行政はどのように対応す

べきなのか。本市において，関東大震災を経験し

た人たちは言う。「地震で一ばん恐しいのは火事

だ。あの時は，あちこちから火がでてまたたく問

に燃えひろがり，消防の手だてもなく，燃えるに

任せて一面火の海となり，畳ほどのトタン板は木

の葉のように空に舞い，横浜公園に必死で逃げ

た。あやうくいのちは助かったが，そのすごさは

言葉に言い表わせない。」「グラグラッときたか

と思ったら，ドスン，ドス一ンと50センチぐらい

の上・下動によって，体が地面にたたきつけら

れ，歩くことはもちろん玄関から這いずることも

できなかった。ようやく外へ出てみたら，煉瓦造

りの建物＜今の中華街＞はすべて倒れて野っ原の

ようになり，そのむこうに海が見えた。そのもの

すごさには驚いた。着のみ着のままで，倒れた建

物の屋根の上をふみこえて横浜公園の方へ逃げ

た。途中で倒れた家の下敷きとなり苦しんでいる

人がいたがどうにもならず夢中で逃げた。あのと

き金てこでもあったらなと痛感し，いまは常時玄

関に用意してある。」＜古老の談より＞とその恐

怖を語る。これらのことを話せる人は，本市に約

たしかであろうと考えている。そして，このよう

な組織がある,ことを前提として，すこし乱暴な言

い方をすると，総合的な防災的基本計画があっ

て，それが各事業局にオーソライズされていれ

ば，防災事業を推進するための組織は現在のまま

でじゅうぶんであり，そのための組織はとくに必

要としないと思う。つまり，都市をどのように防

災化していくのか，自分のところはなにをするの

か，を明確に認織し，関連局と密接な連けいを保

ちながら，事業に要する費用をそれぞれが予算化

し，実施することによって，長期的視野にたった

事業の成果が期待できるものと思われる。答は明

解だが，現実にはそんな簡単なものではない。こ

れを，私なりに整理してみると，

①総合的に，都市防災化計画及び事業の実施をプ

ロモートできる機構を設けること。これは，いわ

ば，総合防災局＜消防は，このなかに含めて考え

ない。＞といったようなもので，各部局と協議を

重ねながら，事業計画，予算の組み込み，実施の

手法等についてコントロールできる組織であり，

かつ，フィジカルな事業とノンフィジカルなそれ

を統轄コントロールする機能をもたなければなら

ないと思う。

②基本となる都市防災化計画やその他の対策は，

全市的コンセンサスが必要であること。そのため

には，各局の事業に精通した者による組織への参

画が必要で，じゅうぶんな論議をつくせる形にす

ることも一方法であろう。

③防災事業の予算は，各事業局において，防災の

基本計画に基づいて，それぞれが計上，執行ナる

ものであること。この場合の予算は，とくにフィ

ジカルな事業にういては，自治財政のなかでは，

処理しきれないものが多いので，計画について全

市的コンセンナス＜この場合は，バックアップす

る力としての市民も含める＞を得たものを，積極

的に国にぶつけて，財源を獲得する方策を講ずる



ても，基本的に自己防衛の本能がある。家族単位

にも，その本能が働らくことは間違いない。自分

が血のにじむような思いで作ってきた家庭＜建

物＞を一家団結して守ることには，当然のことと

して何の抵抗もな･いと考えるが，しかし，それ以

上の近隣または地域としての防災となると問題は

別となる。「隣はなにをする人ぞ。」的な風潮が

強い現在，マイホームの殻にとじこもって，自己

の生活範囲を守ろうとする。そのこと自体は，防

災的には結構なことであるが，その防災的「核」

の地域への発展方策をどのようにすすめるかにつ

いては，さらに検討を加えていかなければならな

い。

防災は，市民参画の手法としては，絶好の材料で

あると考えている。民主的な行政の究極の目標

が，市民参画にあるとするならば，それへのアプ

ローチの手段としては最適と思うのである。この

材料を，どのように活かしていくかは行政の使命

であろう。市民参画は，わが国においては，まだ

まだ，行政指導型をとらざるを得ない実情にある

ので，さらに努力が必要であろう。新総合計画の

市民討議においては，回を重ねる度に意識の回復

から市民参加，さらに参画へと除々にではあるが

進んでいるような気がするのだが……。

これからの方向としては，さきに市民広報のとこ

ろで述べたように，まず，地震対策の意味と内容

を，市民の個々によく認識してもらうことから始

め，その認識を発展させ自主的な動きに導く施策

をすすめていくことであると考えている。そし

て，市民は自己防衛から家庭防災へ，さらに近隣

防災から地域防災へと前進し，市民による自主防

災組織への結成へと接続されるようにしたいもの

である。

７ おわりに

24万人，全人口の約1O％＜昭和45年度国勢調査の

統計から当時５才以上の人口を推算＞になってし

まった。このなかには，当時本市にいなかった人

を何％か差引くと10％以下であることに間違いな

い。過去半世紀を経て，本市における貴重な体験

者は年々減っていく。ということは，地震を知ら

ない若い層が増えていくということでもある。最

近，本市新総合計画の内容を市民討議に付したが

その集会のなかでも地震対策に関する意見が非常

に多かった。地震周期説やマスコミ，市における

広報など，地震に関する情報と実際に各地で起き

ている災害が危機感を誘うのであろうが，年令を

問わず市民のあいだで関心が高まっていることは

たしかである。しかし，一方で，自分だけは被害

を受けずに生き残れると何の根拠もなく思ってい

る無関心層がいることもたしかである。

市民のなかで，積極的な意見としては，「食糧

は，自分の分は一応用意してあるが，市の対策は

…」「飯料水はもっとも大切，井戸水，湧水の水

質検査をしてほしい。」「ケガ人に対する医療体

制は…」「そのときの老人対策はどのように考え

ているのか。」「橋りょうの耐震性はどうか。」

「この交通事情のなかで，自動車対策はどうか。」

等々，具体的な意見がある。反面，「市は，はや

く避難場所を指定してほしい。」などの意外な意

見もある。本市は，昨47年３月「大地震に備え

て」という防災ハンドブックを市内の全世帯に配

布して，市民に必要な対策について広報してきた

が，残念ながら徹底しきらないのが実体である。

積極的な関心を示す者は別として，問題は，その

他の市民についてである。今後は，さらにこれら

を徹底していくために，区役所及び消防とともに

各町内会，自治会を通して，地域の住民に対し，

きめの細かい活動を実施していくことを考えてい

る。

市民は，地震対策についての関心度に差異はあっ
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この小文は，現段階における本市の対策のうち，

ノンフィジカルな面を中心にその進み具合と，関

連する問題をふまえて，まったくの私見を含め言

いたい放題の形になったが，このなかには，これ

から実施に移していかなければならない考えのも

のと，今後検討していくためのきっかけになれ

ば，というつもりで述べたものがある。とくに，

国との問題や組織の問題については，推敲の段階

で，私自身，この考え方に，いささか面映い感じ

さえしたものである。この小文が，将来の行政と

町づくりにいささかでも寄与することができると

すれば，望外のよろこびである。

＜総務局災害対策室副主幹＞
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